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■調査内容等に関するお問い合わせ先
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はじめに

　“全国貨物純流動調査”は、貨物そのものの流動を把握するため、荷主側から貨

物の動きを捉えた統計調査です。この調査は、1970 年以来 5年ごとに実施され、そ

の結果は全国各地域の物流施設、交通施策の計画の基礎資料、物流全般に関する政

策の企画立案、調査研究に広く用いられてきました。

　前回調査（第 7回：2000 年）以降、経済のグローバル化や環境志向のさらなる進

展、地域の活力向上、安全・安心社会の確立への要請の高まりなど、物流を取巻く

環境は大きく変化していますが、このような時期（2005 年）に実施された第 8回調

査では、さらに多くの貴重な成果を得ることができました。

　調査の実施にあたっては、御回答をいただいた事業所各位をはじめとして、関係

諸団体に多大な御協力をいただきました。また、新居玄武学習院大学教授を委員長

とする委員会を設け御指導を賜りました。この場を借りて御礼申し上げます。

　

 国土交通省
 政 策 統 括 官 付 政 策 調 整 官
 道路局企画課道路経済調査室長
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貨物そのものの流れを忠実に
かつ的確に表す…純流動調査

純流動の“純”は何を意味するのか。
◆ 貨物の流動の場合、みなさんがよく利用されている
『自動車輸送統計』『鉄道輸送統計』などの貨物輸送
統計は、“ある輸送機関がどこからどこまで貨物を
輸送したかということを調査した統計”であり、輸
送機関に着目した統計といえます。このような統計
を『総流動統計』と呼んでいます。

◆ 一方、純流動統計は、貨物そのものに着目し、貨物
の出発点から到着点までの動きを一区切りの流動と
して、メーカー、商店など貨物を出荷する側からと
らえた統計です。

◆ 総流動統計と純流動統計の違いを一つの例で説明し
ましょう。

A地の家電メーカーがD地の問屋あてにテレ
ビ 500台 10トンを送り、その際、輸送機関は、
A地からB地（30km）までトラック、B地か
らC地（500km）まで鉄道、C地からD地（20km）
までトラックを利用しました。

◆ 総流動統計では、A地からD地までのテレビ 10ト
ンの流動は、
　①  A地からB地までのトラックによる10トンの流動
　②B地からC地までの鉄道による 10トンの流動
　③  C地からD地までのトラックによる10トンの流動
　として表され、「合計30トンの総流動量」となります。

◆ 純流動統計では、「A地からD地までのテレビ 10
トンの流動」としてそのまま表されます。なお、輸
送機関は、A地～D地間で利用されたもののうち、
輸送距離の最も長い輸送機関（代表輸送機関 :この
場合は鉄道）として表されます。

◆ このように、純流動の“純”は、貨物の流れを直接、
かつ忠実に追跡できることを意味しているといえま
す。

※ なお、本冊子 4ページ以降で、“流動量”とある場
合には、“純流動量”のことを指します。

純流動調査の調査概要
◆ 純流動調査は、貨物の出発点から到着点までの動き
を一区切りの流動として捉えているので、調査対象
は、貨物の主な発生箇所である鉱業、製造業、卸売
業、倉庫業の事業所としています。

◆ 純流動調査は、サンプル調査として実施しており、
調査後に全体貨物量（母集団）の推計を行っていま
す。この小冊子で紹介している調査結果は、すべて
母集団推計した結果に基づいたものです。

◆ 調査対象として抽出した事業所数は、約 6万 7千事
業所です。これは、4産業の全事業所数の 9.8%に
あたります。調査の結果、このうち約 2万 2千事業
所分のデータを集計対象としています。

◆ 純流動調査では「年間輸送傾向調査（略称 :年間調
査）」と「3日間流動調査（略称：3日間調査）」の 2
種類の調査を実施しています。このうち、「年間調査」
は、2004 年 4月から 2005 年 3月までの年度 1年間
における貨物流動の概要を調査したものです。一方、
「3日間調査」は、2005年 10月 18日（火）～ 20日（木）
の 3日間における貨物の詳細な流動実態を調査した
ものです。

※ なお、調査の詳しい内容については、22～ 25ペー
ジをご覧ください。
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総流動のOD表（トン）

着地

発地
A B C D 計

A ─ 10 ─ ─ 10

B ─ ─ 10 ─ 10

C ─ ─ ─ 10 10

D ─ ─ ─ ─ ─

計 ─ 10 10 10 30

純流動のOD表（トン）
着地

発地
A B C D 計

A ─ ─ ─ 10 10

B ─ ─ ─ ─ ─

C ─ ─ ─ ─ ─

D ─ ─ ─ ─ ─

計 ─ ─ ─ 10 10



4

純流動が解明する6つのポイント

■ 純流動調査では、物流が発生する産業の個々の事業所から出
荷されるすべての貨物について、貨物の品目、重量、届先
地、荷受人業種、輸送機関、輸送経路、物流時間などを調査
していますので、次のようなことが解明できます。

1.貨物の真の発着地、真の流動量が把握できます。  
　純流動調査は、貨物の出荷事業所から届先事業所までの動きを、一区
切りの貨物流動としてとらえています。この一区切りの貨物流動ごとに
発着地、発着の業種、利用された輸送機関、重量などを調べています。
このため、貨物の真の発着地および真の流動量がわかります。

2.物流からみた産業・業種間の結びつきがわかります。
　純流動調査は、貨物の出荷事業所と届先事業所の産業・業種を調べて
います。このため、貨物の産業連関ともいえる産業・業種間の貨物流動
がわかります。

3.貨物の発生原単位がわかります。  
　純流動調査は、出荷額・販売額あたりの出荷量、従業員1人あたりの
出荷量、事業所敷地面積あたりの出荷量など各種の原単位を明らかにし
ています。
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4.輸送機関の利用のされ方がわかります。 
　純流動調査は、出荷事業所から届先事業所までの一区切りの貨物流動
について、利用した輸送機関、高速道路インターチェンジの利用状況を
調べています。さらに、輸送経路をとらえていますので、輸送関連施設
の利用状況や輸送機関の補完関係などがわかります。

5.出荷1件あたりの貨物量（流動ロット）がわかります。
　純流動調査は、貨物流動を出荷ごとにとらえています。このため、輸
送機関の容量に制限されない、生産、販売、保管の諸活動にともなう出
荷1件あたりの貨物量（流動ロット）がわかります。

6.統一された単位で貨物の実重量がわかります。  
　輸送機関別の統計では、それぞれの特質に応じた輸送単位が用いられ
ていることが多いのですが、純流動調査では重量トン（メトリック・ト
ン）で統一して調査しているため、輸送機関相互の分担関係が明らかに
なります。
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● 2005年調査における全国貨物純流動量（年間出荷
量）は、30億6千万トンであり、1日あたりにすると約
839万トンの貨物が流動していることになります。

● 2000年調査と比較すると7.3%の減少となっています。

● 産業別にみると、最も多くの貨物を出荷しているの
は製造業であり、以下、卸売業、鉱業、倉庫業の順
に出荷量が多くなっています。

● 2000年調査と比較すると、4産業すべて出荷量が減
少しており、特に鉱業は15.1%も減少しています。

● 1970年から2005年までのうち、最も年間出荷量が多
かったのは1990年の36億1千万トンであり、2005年
までの15年間で、4業種合計で15.2%減少しておりま
す。

● 産業別にみると、鉱業が約30%減、製造業、卸売業
がいずれも11%の減少、倉庫業は逆に増加となって
います。

● 2005年の年間出荷量は、1980年および1985年と同水
準です

1.全国貨物純流動量
全国の貨物純流動量は30億6千万トン 、ここ5年間で7.3%の減少

70年調査
94百万㌧（4.2％）

310百万㌧
（13.9％）

1,645百万㌧
（74.0％）

175百万㌧
（7.9％）

22億2千万㌧

140百万㌧（5.6％）

413百万㌧
（16.5％）

1,381百万㌧
（55.1％）

572百万㌧
（22.8％）

25億1千万㌧

180百万㌧（5.8％）

438百万㌧
（14.3％）

1,712百万㌧
（55.7％）

743百万㌧
（24.2％）

30億7千万㌧

212百万㌧
（6.9％）

498百万㌧
（16.2％）

1,857百万㌧
（60.6％）

497百万㌧
（16.2％）

30億6千万㌧

246百万㌧
（6.8％）

574百万㌧
（15.9％）

2,141百万㌧
（59.3％）

649百万㌧
（18.0％）

36億1千万㌧

265百万㌧
（7.5％）

611百万㌧
（17.2％）

2,114百万㌧
（59.4％）

566百万㌧
（15.9％）

35億6千万㌧

262百万㌧
（7.9％）

556百万㌧
（16.8％）

2,019百万㌧
（61.2％）

464百万㌧
（14.1％）

33億㌧

255百万㌧
（8.3％）

508百万㌧
（16.6％）

1,906百万㌧
（62.2％）

394百万㌧
（12.9％）

30億6千万㌧

倉庫業
卸売業

製造業

鉱　業

75年調査 80年調査 85年調査 90年調査 95年調査 2000年調査 2005年調査
94百万㌧（4.2％）

175百万㌧
（7.9％）

140百万㌧（5.6％）

■産業別年間出荷量

● 品類別にみると、最も出荷量が多いのは化学工業品
であり、以下、鉱産品、金属機械工業品の順となっ
ています。2005年調査では、これら3品類で全体の
76%を占めています。

● 2000年調査と比較すると、農水産品、鉱産品、金属
機械工業品、化学工業品、軽工業品で出荷量が減
少しており、特に鉱産品は22.4%減と大きく減少し
ています。一方で、特殊品（排出物を含む）は、
36.9%も出荷量が増加しています。

鉱産品の出荷量は引き続き減少
排出物を含む特殊品は大幅増

1,263百万㌧
（35.0％）

314百万㌧
（8.7％）

292百万㌧
（8.2％）

582百万㌧
（16.1％）

農水産品
林産品

鉱産品

金属機械工業品

化学工業品

軽工業品
雑工業品
特殊品

951百万㌧
（26.3％）

90年調査 95年調査 2000年調査 2005年調査
112百万㌧（3.1％）
128百万㌧（3.5％）

97百万㌧（2.7％）
163百万㌧（4.5％）

1,375百万㌧
（38.7％）

528百万㌧
（14.8％）

865百万㌧
（24.3％）

159百万㌧（4.5％）
116百万㌧（3.3％）

64百万㌧（1.8％）
158百万㌧（4.4％）

288百万㌧
（8.7％）

1,237百万㌧
（37.5％）

514百万㌧
（15.6％）

822百万㌧
（24.9％）

125百万㌧（3.8％）
110百万㌧（3.3％）

43百万㌧（1.3％）
163百万㌧（4.9％）

260百万㌧
（8.5％）

1,161百万㌧
（37.9％）

514百万㌧
（16.8％）

638百万㌧
（20.8％）

36億1千万㌧ 35億6千万㌧

33億㌧

30億6千万㌧

167百万㌧（5.4％）
118百万㌧（3.8％）

56百万㌧（1.8％）
149百万㌧（4.9％）

112百万㌧（3.1％）
128百万㌧（3.5％）

97百万㌧（2.7％）
163百万㌧（4.5％）

159百万㌧（4.5％）
116百万㌧（3.3％）

64百万㌧（1.8％）
158百万㌧（4.4％）

125百万㌧（3.8％）
110百万㌧（3.3％）

43百万㌧（1.3％）
163百万㌧（4.9％）

167百万㌧（5.4％）
118百万㌧（3.8％）

56百万㌧（1.8％）
149百万㌧（4.9％）

■品類別年間出荷量
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● 年間出荷量を発都道府県別にみると、愛知県、千葉
県、神奈川県、大阪府、北海道、東京都、福岡県、
茨城県、兵庫県、岡山県の順に出荷量が多く、この
上位10都道府県で全国の49%を占めています。

● 発地域（全国10地域）別に年間出荷量をみると、関
東、中部、近畿の順に出荷量が多くなっています。
2000年調査と比較すると、発地域の構成に大きな変
化はみられませんが、関東、中部発のウェイトが高
まっています。

関東、中部発貨物のウェイトがやや増大

150,000千トン以上

100,000～150,000千トン

70,000～100,000千トン

40,000～70,000千トン

40,000千トン未満

■年間出荷量の発都道府県別分布

■年間出荷量の発地域構成の推移

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％ 100％

北海道 東北 関東 北陸信越 中部 近畿 中国 四国 九州 沖縄
90年調査

3,610百万トン 4.6％7.5％ 27.4％ 5.8％ 15.4％ 14.2％ 9.5％ 4.4％ 10.6％ 0.8％

5.0％ 7.9％ 27.4％ 5.8％ 15.1％ 13.6％ 9.6％ 4.2％ 10.6％ 0.9％

5.0％ 7.7％ 26.9％ 6.2％ 15.2％ 13.1％ 9.6％ 4.1％ 11.1％ 1.0％

4.7％7.2％ 27.4％ 5.8％ 16.1％ 13.0％ 9.9％ 4.3％ 10.7％ 0.8％

95年調査
3,556百万トン

2000年調査
3,302百万トン

2005年調査
3,062百万トン

北 海 道：北海道
東　　北：青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島
関　　東：茨城、栃木、群馬、埼玉、千葉、東京、神奈川、山梨
北陸信越：新潟、富山、石川、長野
中　　部：福井、岐阜、静岡、愛知、三重

近　　畿：滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、和歌山
中　　国：鳥取、島根、岡山、広島、山口
四　　国：徳島、香川、愛媛、高知
九　　州：福岡、佐賀、長崎、熊本、大分、宮崎、鹿児島
沖　　縄：沖縄
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● ３日間調査により全国10地域（北海道、東北、関
東、北陸、中部、近畿、中国、四国、九州、沖縄）
の貨物流動量をみると、78%が地域内流動、22%が
地域間流動となっています。過去からの推移をみる
と、地域間流動の割合が高まる傾向にあります。

● 地域内流動では、関東、中部、近畿、九州の順に
流動量が多くなっています。過去からの推移をみる
と、近畿地域内および上記４地域以外の地域内流動
のウェイトが低下する傾向にあります。

● 地域間流動では、関東～中部間流動が全地域間流動
量の13%を占めており、このほか近畿～中国間、関
東～近畿間、近畿～中部間、関東～東北間、中国～
九州間の各流動が上位に位置しています。

2.地域内・地域間流動量
地域間流動のウェイトが増大

■地域内・地域間流動の構成の推移

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％ 100％

90年調査

95年調査

2000年調査

2005年調査

22.1％

関東地域
内流動

中部地域
内流動

近畿地域
内流動

九州地域
内流動

その他
地域内流動 地域間流動

13.1％ 11.5％ 8.1％ 26.6％ 18.7％

21.9％ 12.5％ 10.7％ 9.3％ 26.4％ 19.2％

21.4％ 13.9％ 10.3％ 8.7％ 26.5％ 19.2％

22.1％ 12.9％ 9.0％ 8.7％ 25.3％ 22.2％

（3日間調査：重量ベース）
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（３日間調査：重量ベース） 

20万トン／日以上

15万～20万トン／日

10万～15万トン／日

5万～10万トン／日

1万～5万トン／日

注：1日1万トン以下は表示していない。

北海道

東北

関東

中部
近畿

四国

中国

九州

沖縄

北陸
信越

■主な地域間流動








	表紙
	もくじ
	はじめに
	貨物そのものの流れを忠実にかつ的確に表す…純流動調査
	純流動が解明する6つのポイント
	1. 全国貨物純流動量
	2. 地域内・地域間流動量
	3. 代表輸送機関別にみた流動量
	4. 産業間の流動量
	5. 出荷1件あたりの貨物量（流動ロット）
	6. 物流の原単位
	7. コンテナの利用状況
	8. 輸送経路
	9. 物流時間
	公表内容
	実態調査の概要
	調査票



